
計画の区分： 学部の設置

[平成２８年度設置］

　　　　　　　　　　　　　　　注１

大正大学　地域創生学部　地域創生学科
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

学校法人大正大学
令和元年５月１日現在

　作成担当者

　　担当部局（課）名

　　　職名・氏名　　室
シツ

長
チョウ

補佐
ホ サ

　・　髙橋
タカハシ

　慈海
ジ カ イ

　　　　　　　　　　係長
カカリチョウ

　　　・　長島
ナガシマ

　法子
ノ リ コ

　　　電話番号　　０３-５３９４-３０３２

　　　（夜間）　　０３-３９１８-７３１１

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０３-５３９４-３０６８

　　　ｅ－mail　　kikaku@mail.tais.ac.jp

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については、平成３１年４月２日付事務連絡「履行状況報告書の提出について

　　　　　（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

認可 

大学番号：私０８０  注３ 
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ オカモト　センジョウ ）

岡　本　宣　丈

（平成２７年３月）

（ オオツカ　ノブオ ）

大　塚　伸　夫

（平成２７年１１月）

（ ナガイ　ススム ）

永　井　　進

（平成２８年４月）

（ ミズタ　ケンスケ ）

水　田　健　輔

（平成２８年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成３０年度に報告済の内容　→（30）

　　　　　　令和元年度に報告する内容　→（元）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

学 部 長

学科長等

学　　長

職　　名

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人大正大学

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　大正大学

　　　　東京都豊島区西巣鴨三丁目２０番１号

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

（２） 大　学　名

　　　〒１７０－８４７０

（３） 大学の位置

3



（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２７年度開設の４年制の学科の完成年度を超えて報告する場合（令和元年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を超えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

　地域創生学部
　地域創生学科 400

　学士（経済学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

131 － 276 － 499 － 588 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

103 － 248 － 441 － 528 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

86 － 213 － 192 － 155 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

62 － 105 － 113 － 105 －

( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － ) ( － )

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ － ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお、計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

年 人 年次 人

人

平均入学定員
超 過 率

[ 　－　 ]

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

経済学関係
4 100 0

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。
　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。
　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号
　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

開設年度から
報告年度まで
の平均入学定
員超過率

100

備　　考

Ａ　 入学定員

0.96倍 －

100 100 100

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

(　－　) (　―　) (　―　) (　　 　)

志願者数

[ 　―　 ] [ 　―　 ] [ 　　　 ]

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

0.62 1.13 1.051.05
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

62 － 105 － 115 － 106 －

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

60 － 104 － 115 －

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　] [　－　]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

51 － 97 －

[　－　] [　－　] [　－　] [　－　]

（ － ） （ － ） （ － ） （ － ）

50 －

[　－　] [　－　]

（ － ） （ － ）

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

１年次

（　 －　 ） （　 －　 ）

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
備　　　　　考

４年次

計

62 165

２年次

３年次

368270

[　　－ 　] [　　－ 　] [　　－ 　] [　　－ 　]

（　 －　 ） （　 －　 ）
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成２７年度 人 人

平成２８年度 2 人 人 進路変更（2名）

平成２７年度 人 人

平成２８年度 4 人 人 進路変更（2名）、学則退学（2名）

平成２９年度 6 人 人 進路変更（3名）、修学意欲の低下（2名）、経理除籍（1名）

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 5 人 人 修学意欲の低下（3名）、進路変更（1名）、学力不足（1名）

平成３０年度 2 人 人 修学意欲の低下（1名）、進路変更（1名）

平成２７年度 人 人

平成２８年度 人 人

平成２９年度 人 人

平成３０年度 人 人

令和元年度 人 人

19 人 人 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【平成２７年度】

平成２７年度の退学者数（ａ） 0
平成２７年度の在学者数（ｂ） 0

【平成２８年度】

平成２８年度の退学者数（ａ） 2
平成２８年度の在学者数（ｂ） 62

【平成２９年度】

平成２９年度の退学者数（ａ） 10
平成２９年度の在学者数（ｂ） 165

【平成３０年度】

平成３０年度の退学者数（ａ） 7
平成３０年度の在学者数（ｂ） 270

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 368

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　区　分

対象年度

在学者数（b） 退学者数（a）
主な退学理由

（留学生の理由は[　]書き）

内訳

入学した年度
退学者数

うち留学生数

平成２７年度

平成２８年度 62 人 2 人

平成３０年度 270 人 7 人

平成２９年度 165 人 10 人

= = 3.22 ％

令和元年度 368 人 0 人

合　　計

= = #DIV/0! ％

= = 0 ％

= = 6.06 ％

= = 2.59 ％
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【令和元年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1① 1 兼2 1① 1 兼3

1② 1 兼2 1② 1 兼3

1④ 1 兼2 1④ 1 兼3

2① 1 兼2 2① 1 兼４

2② 1 兼2 2② 1 兼４

2④ 1 兼2 2④ 1 兼４

1① 1 1 兼1 1① 1 1 兼1

1② 1 1 兼1 1② 1 1 兼1

1④ 1 1 兼1 1④ 1 1 兼1
1①・② 1 兼1 1①・② 1 兼1
1①・② 1 兼1 1①・② 1 兼1

1④ 1 兼1 1④ 1 兼1

1① 1 1 2 1 1① 1 1 1 2

1② 1 1 2 1 1② 1 1 1 2

1④ 1 1 2 1 1④ 1 1 1 2

2① 1 2 2 2① 1 1 2 兼1

2② 1 2 2 2② 1 1 2 兼1

2④ 1 2 2 2④ 1 1 2 兼1
1・2① 1 1 1・2① 1 1
1・2② 1 1 1・2② 1 1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1 2・3① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
1・2① 1 1 1・2① 1 1
1・2② 1 1 1・2② 1 1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 1
2・3① 1 兼1 2・3① 1 1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
3・4① 1 兼1 3・4① 1 兼1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
2・3④ 1 1 2・3④ 1 1
3・4① 1 1 3・4① 1 1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
3・4④ 1 兼1 3・4④ 1 兼1
3・4① 1 兼1 3・4① 1 兼1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
1・2① 1 兼1 1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 1 1・2④ 1 1
2・3① 1 1 2・3① 1 1
1・2① 1 兼1 1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
2・3④ 1 1 2・3④ 1 1
3・4① 1 兼1 3・4① 1 1
3・4② 1 2 3・4② 1 2
3・4④ 1 2 3・4④ 1 2
3・4① 1 1 3・4① 1 1
3・4② 1 1 3・4② 1 1
1・2① 1 兼1 1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1 2・3① 1 兼1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
3・4④ 1 兼1 3・4④ 1 兼1
1・2① 1 1 1・2① 1 1
1・2② 1 1 1・2② 1 1
1・2④ 1 1 1・2④ 1 1

【認可時又は届出時】

（１）ー① 授業科目表

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

２　授業科目の概要

＜地域創生学部　地域創生学科＞

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・

兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・

兼
担

基
盤
科
目

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）

基
盤
科
目

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ） 外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ） 外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ（コミュニケーション英語Ⅰ） 外国語表現Ⅱ－Ⅰ（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ（コミュニケーション英語Ⅱ） 外国語表現Ⅱ－Ⅱ（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ（コミュニケーション英語Ⅲ） 外国語表現Ⅱ－Ⅲ（コミュニケーション英語Ⅲ）

日本語表現Ⅰ 日本語表現Ⅰ

日本語表現Ⅱ 日本語表現Ⅱ

日本語表現Ⅲ 日本語表現Ⅲ

データ分析Ⅰ（社会調査方法論） データ分析Ⅰ（社会調査方法論）

データ分析Ⅱ（データ分析法） データ分析Ⅱ（データ分析法）

データ分析Ⅲ（統計学） データ分析Ⅲ（統計学）

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ セルフマネジメントⅠ－Ⅰ

セルフマネジメントⅠ－Ⅱ セルフマネジメントⅠ－Ⅱ

セルフマネジメントⅠ－Ⅲ セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ セルフマネジメントⅡ－Ⅰ

セルフマネジメントⅡ－Ⅱ セルフマネジメントⅡ－Ⅱ

セルフマネジメントⅡ－Ⅲ セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

基
盤
・
専
門
融
合
科
目

共生論Ⅰ

基
盤
・
専
門
融
合
科
目

共生論Ⅰ

共生論Ⅱ 共生論Ⅱ

仏教学Ⅰ 仏教学Ⅰ

仏教学Ⅱ 仏教学Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ 異文化コミュニケーション論Ⅰ

異文化コミュニケーション論Ⅱ 異文化コミュニケーション論Ⅱ

哲学Ⅰ 哲学Ⅰ

哲学Ⅱ 哲学Ⅱ

倫理学Ⅰ 倫理学Ⅰ

倫理学Ⅱ 倫理学Ⅱ

歴史Ⅰ（日本史） 歴史Ⅰ（日本史）

歴史Ⅱ（西洋史） 歴史Ⅱ（西洋史）

民俗学Ⅰ 民俗学Ⅰ

民俗学Ⅱ 民俗学Ⅱ

文学Ⅰ 文学Ⅰ

文学Ⅱ 文学Ⅱ

日本の言葉と生活Ⅰ 日本の言葉と生活Ⅰ

日本の言葉と生活Ⅱ 日本の言葉と生活Ⅱ

東洋の言葉と生活Ⅰ 東洋の言葉と生活Ⅰ

東洋の言葉と生活Ⅱ 東洋の言葉と生活Ⅱ

西洋の言葉と生活Ⅰ 西洋の言葉と生活Ⅰ

西洋の言葉と生活Ⅱ 西洋の言葉と生活Ⅱ

社会学Ⅰ 社会学Ⅰ

社会学Ⅱ 社会学Ⅱ

教育学Ⅰ 教育学Ⅰ（未開講）

教育学Ⅱ 教育学Ⅱ（未開講）

法律学Ⅰ 法律学Ⅰ

法律学Ⅱ 法律学Ⅱ

政治学Ⅰ 政治学Ⅰ

政治学Ⅱ 政治学Ⅱ

コミュニティ概論Ⅰ コミュニティ概論Ⅰ

コミュニティ概論Ⅱ コミュニティ概論Ⅱ

情報論・メディア学Ⅰ 情報論・メディア学Ⅰ

情報論・メディア学Ⅱ 情報論・メディア学Ⅱ

環境学Ⅰ 環境学Ⅰ

環境学Ⅱ 環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ 生物多様性概論Ⅰ

生物多様性概論Ⅱ 生物多様性概論Ⅱ

自然科学概論Ⅰ 自然科学概論Ⅰ

自然科学概論Ⅱ 自然科学概論Ⅱ

専
門
教
育

経済学の基礎Ⅰ 専
門
教
育

経済学の基礎Ⅰ

経済学の基礎Ⅱ 経済学の基礎Ⅱ

経済学の基礎Ⅲ 経済学の基礎Ⅲ
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

2① 2 1 2① 2 1

2② 2 1 2② 2 1
2・3② 2 1 2・3② 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1

2① 2 1 2① 2 1

2② 2 1 2② 2 1

2④ 2 1 2④ 2 1
2・3・4① 2 1 2 兼1
2・3・4② 2 兼1 2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4② 2 兼1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 兼1 2・3・4① 2 兼1
2・3・4④ 2 1 2・3・4② 2 兼1
2・3・4① 2 兼1 2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 兼1 2・3・4① 2 兼1
2・3・4① 2 1 2・3・4④ 2 兼1
2・3・4② 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4④ 2 兼1
2・3・4④ 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 兼1 2・3・4① 2 1

１① 1 4 2・3・4② 2 兼1

１② 1 4 １① 1 3 1

１④ 1 4 １② 1 3 1

2① 1 3 1 １④ 1 3 1

2② 1 3 1 2① 1 3 1

2④ 1 3 1 2② 1 3 1

3① 1 4 3 4 2④ 1 3 1

3② 1 4 3 4 3① 1 4 2 4 兼1

3④ 1 4 3 4 3② 1 4 2 5 兼1

4① 1 7 3 4 3④ 1 4 2 5 兼1

4② 1 7 3 4 4① 1 6 3 4 兼1

4④ 1 7 3 4 4② 1 6 3 4 兼1

1② 1 1 1 2 4④ 1 6 3 4 兼1

2② 1 2 1 1② 1 1 2 兼1

3② 1 2 1 兼1 2② 1 1 3 兼1

1③ 6 2 2 4 兼12 3② 1 3 1

2③ 6 4 1 兼1 1③ 6 2 2 3 兼３

3③ 6 3 2 5 兼14 2③ 6 3 1 1

4通 6 7 3 4 3③ 6 3 2 5 兼４

小計（118科目） - 80 96 0 101 50 73 0 0 2

- 80 96 0 101 50 73 0 0 2

2

4通 6 6 3 4 兼1

小計（122科目） - 82 102 0 91 38 87 1 0

- 82 102 0 91 38 87 1 0

地域課題フィールドワーク
（すがもプロジェクト）Ⅱ
（未開講）

卒業までに124単位以上（第Ⅰ類は26単位）修得
必修を含めて第Ⅱ類科目を合計88単位以上修得
第Ⅱ類科目には30単位までは他学科第Ⅱ類科目及び第Ⅱ類から充当することが
できる
第Ⅰ類科目余剰分（26単位以上修得した単位）は第Ⅲ類として認定する

地域課題フィールドワーク
（すがもプロジェクト）Ⅰ
（未開講）

地域課題フィールドワーク
（すがもプロジェクト）Ⅲ
（未開講）

専
門
教
育

合計（122科目）

卒業までに124単位以上（第Ⅰ類は26単位）修得
必修を含めて第Ⅱ類科目を合計88単位以上修得
第Ⅱ類科目には30単位までは他学科第Ⅱ類科目及び第Ⅱ類から充当することが
できる
第Ⅰ類科目余剰分（26単位以上修得した単位）は第Ⅲ類として認定する

卒業要件及び履修方法

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

ミクロ経済学 ミクロ経済学

マクロ経済学 マクロ経済学

地域経済学 地域経済学

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

卒業要件及び履修方法

地域学基礎論

経済政策論 経済政策論

日本経済論 日本経済論

マーケティング論 マーケティング論

地域創生概論

金融論国際経済学

国際経済学比較経済論

比較経済論労働経済学

労働経済学（未開講）環境経済学

環境経済学

金融論

企業経済学

企業経済学応用ゲーム理論

応用ゲーム理論産業集積論

産業集積論生活政策論

生活政策論自治体経営論

自治体経営論地域政策論

地域政策論中山間地論

中山間地論地方財政論

地方財政論地域分析法

地域分析法地域福祉論

地域福祉論地域起業論

地域起業論地域企業経営戦略論

地域企業経営戦略論地域メディア論

地域メディア論政策過程論

政策過程論人的資源管理論

人的資源管理論地域生産性向上論

地域生産性向上論経営組織論

経営組織論NPO・市民活動論

NPO・市民活動論地域コミュニティ論

地域コミュニティ論地域合意形成論

地域合意形成論地域教育政策論

地域教育政策論地域教育活動論

地域教育活動論（未開講）地域環境論

地域環境論地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ

地域実習Ⅲ

地域実習Ⅲ卒業研究

卒業研究

合計（118科目）

コミュニティリーダーシップⅠ

コミュニティリーダーシップⅠコミュニティリーダーシップⅡ

コミュニティリーダーシップⅡコミュニティリーダーシップⅢ

コミュニティリーダーシップⅢ地域実習Ⅰ

地域実習Ⅰ地域実習Ⅱ

地域実習Ⅱ

専
門
教
育

地域創生概論

地域回帰論Ⅰ（基礎論） 地域回帰論Ⅰ（基礎論）

地域回帰論Ⅱ（実践論） 地域回帰論Ⅱ（実践論）

財政学

財政学

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
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【平成２８年度】 【平成２９年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1① 1 兼2 1① 1 兼3

1② 1 兼2 1② 1 兼3

1④ 1 兼2 1④ 1 兼3

2① 1 兼2 2① 1 兼2

2② 1 兼2 2② 1 兼2

2④ 1 兼2 2④ 1 兼2

1① 1 1 1① 1 1 兼1

1② 1 1 1② 1 1 兼1

1④ 1 1 1④ 1 1 兼1
1①・② 1 兼1 1①・② 1 兼1
1①・② 1 兼1 1①・② 1 兼1

1④ 1 兼1 1④ 1 兼1

1① 1 1 1 1 1① 1 1 1 1 兼1

1② 1 1 1 1 1② 1 1 1 1 兼1

1④ 1 1 1 1 1④ 1 1 1 1 兼1

2① 1 2 2 2① 1 0 2 兼1

2② 1 2 2 2② 1 0 2 兼1

2④ 1 2 2 2④ 1 0 2 兼2
1・2① 1 1 1・2① 1 1
1・2② 1 1 1・2② 1 1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1 2・3① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
1・2① 1 1 1・2① 1 1
1・2② 1 1 1・2② 1 1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1 2・3① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
3・4① 1 兼1 3・4① 1 兼1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
2・3④ 1 1 2・3④ 1 1
3・4① 1 1 3・4① 1 1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
3・4④ 1 兼1 3・4④ 1 兼1
3・4① 1 兼1 3・4① 1 兼1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
1・2① 1 兼1 1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 1 1・2④ 1 1
2・3① 1 1 2・3① 1 1
1・2① 1 兼1 1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
2・3④ 1 1 2・3④ 1 1
3・4① 1 兼1 3・4① 1 兼1
3・4② 1 2 3・4② 1 1 1
3・4④ 1 2 3・4④ 1 1 1
3・4① 1 1 3・4① 1 1
3・4② 1 1 3・4② 1 1
1・2① 1 兼1 1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1 1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1 1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1 2・3① 1 兼1
3・4② 1 兼1 3・4② 1 兼1
3・4④ 1 兼1 3・4④ 1 兼1
1・2① 1 1 1・2① 1 1
1・2② 1 1 1・2② 1 1
1・2④ 1 1 1・2④ 1 1

2① 2 1 2① 2 1

2② 2 1 2② 2 1
2・3② 2 1 2・3② 2 兼1

2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1

2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1

2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1

2① 2 1 2① 2 1

外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ（コミュニケーション英語Ⅰ） 外国語表現Ⅱ－Ⅰ（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ（コミュニケーション英語Ⅱ） 外国語表現Ⅱ－Ⅱ（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ（コミュニケーション英語Ⅲ） 外国語表現Ⅱ－Ⅲ（コミュニケーション英語Ⅲ）

日本語表現Ⅲ

データ分析Ⅰ（社会調査方法論） データ分析Ⅰ（社会調査方法論）

データ分析Ⅱ（データ分析法） データ分析Ⅱ（データ分析法）

データ分析Ⅲ（統計学） データ分析Ⅲ（統計学）

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ セルフマネジメントⅠ－Ⅰ

セルフマネジメントⅠ－Ⅱ

セルフマネジメントⅠ－Ⅲ セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ

専任教員等の配置 兼

任

・

兼

担

基
盤
科
目

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）

基
盤
科
目

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ） 外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

日本語表現Ⅰ 日本語表現Ⅰ

日本語表現Ⅱ 日本語表現Ⅱ

日本語表現Ⅲ

単位数
科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼

任

・

兼

担

授業科目の名称

配
当
年
次

セルフマネジメントⅠ－Ⅱ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ

セルフマネジメントⅡ－Ⅱ セルフマネジメントⅡ－Ⅱ

セルフマネジメントⅡ－Ⅲ セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

基
盤
・
専
門
融
合
科
目

共生論Ⅰ

基
盤
・
専
門
融
合
科
目

共生論Ⅰ

共生論Ⅱ 共生論Ⅱ

仏教学Ⅰ 仏教学Ⅰ

仏教学Ⅱ 仏教学Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ 異文化コミュニケーション論Ⅰ

異文化コミュニケーション論Ⅱ 異文化コミュニケーション論Ⅱ

哲学Ⅰ 哲学Ⅰ

哲学Ⅱ 哲学Ⅱ

倫理学Ⅰ 倫理学Ⅰ

倫理学Ⅱ 倫理学Ⅱ

歴史Ⅰ（日本史） 歴史Ⅰ（日本史）

歴史Ⅱ（西洋史） 歴史Ⅱ（西洋史）

民俗学Ⅰ 民俗学Ⅰ

民俗学Ⅱ 民俗学Ⅱ

文学Ⅰ 文学Ⅰ

文学Ⅱ 文学Ⅱ

日本の言葉と生活Ⅰ 日本の言葉と生活Ⅰ

日本の言葉と生活Ⅱ 日本の言葉と生活Ⅱ

東洋の言葉と生活Ⅰ 東洋の言葉と生活Ⅰ

東洋の言葉と生活Ⅱ 東洋の言葉と生活Ⅱ

西洋の言葉と生活Ⅰ 西洋の言葉と生活Ⅰ

西洋の言葉と生活Ⅱ 西洋の言葉と生活Ⅱ

社会学Ⅰ 社会学Ⅰ

社会学Ⅱ 社会学Ⅱ

教育学Ⅰ 教育学Ⅰ

教育学Ⅱ 教育学Ⅱ（未開講）

法律学Ⅰ 法律学Ⅰ

法律学Ⅱ 法律学Ⅱ

政治学Ⅰ 政治学Ⅰ

政治学Ⅱ 政治学Ⅱ

コミュニティ概論Ⅰ コミュニティ概論Ⅰ

地域創生概論 地域創生概論

コミュニティ概論Ⅱ コミュニティ概論Ⅱ

情報論・メディア学Ⅰ 情報論・メディア学Ⅰ

情報論・メディア学Ⅱ 情報論・メディア学Ⅱ

環境学Ⅰ 環境学Ⅰ

環境学Ⅱ 環境学Ⅱ

マクロ経済学 マクロ経済学

地域経済学

生物多様性概論Ⅰ 生物多様性概論Ⅰ

生物多様性概論Ⅱ 生物多様性概論Ⅱ

自然科学概論Ⅰ 自然科学概論Ⅰ

自然科学概論Ⅱ 自然科学概論Ⅱ

地域経済学

経済政策論 経済政策論

日本経済論 日本経済論

マーケティング論 マーケティング論

経済学の基礎Ⅰ 経済学の基礎Ⅰ

経済学の基礎Ⅱ 経済学の基礎Ⅱ

経済学の基礎Ⅲ 経済学の基礎Ⅲ

ミクロ経済学 ミクロ経済学

専
門
教
育

専
門
教
育
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

2② 2 1 2② 2 1

2④ 2 1 2④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 兼1 2・3・4② 2 兼1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1 兼1
2・3・4② 2 兼1 2・3・4② 2 兼1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 兼1 2・3・4① 2 兼1
2・3・4④ 2 兼1 2・3・4④ 2 兼1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 兼1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4② 2 1 2・3・4② 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 兼1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1 2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1 2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 兼1 2・3・4② 2 兼1

１① 1 3 兼1 １① 1 4

１② 1 3 兼1 １② 1 4

１④ 1 3 兼1 １④ 1 4

2① 1 3 1 2① 1 3 1

2② 1 3 1 2② 1 3 1

2④ 1 3 1 2④ 1 3 1

3① 1 4 3 4 3① 1 4 3 4

3② 1 4 3 4 3② 1 4 3 4

3④ 1 4 3 4 3④ 1 4 3 4

4① 1 7 3 4 4① 1 7 3 4

4② 1 7 3 4 4② 1 7 3 4

4④ 1 7 3 4 4④ 1 7 3 4

1② 1 1 1 2 1② 1 1 1 2

2② 1 2 1 2② 1 1 兼2

3② 1 2 1 兼1 3② 1 2 1 兼1

1③ 6 2 2 4 兼12 1③ 6 2 1 4 兼9

2③ 6 4 1 兼1 2③ 6 4 1 兼1

3③ 6 3 2 5 兼14 3③ 6 3 2 5 兼14

4通 6 7 3 4 4通 6 7 3 4

小計（118科目） - 80 96 0 98 47 73 0 0 小計（118科目） - 81 99 0 100 39 70 0 0

- 80 96 0 101 50 73 0 0 - 81 99 0 100 39 70 0 0合計（118科目）

卒業要件及び履修方法

専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

地域回帰論Ⅰ（基礎論） 地域回帰論Ⅰ（基礎論）

地域回帰論Ⅱ（実践論） 地域回帰論Ⅱ（実践論）

財政学 財政学

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数

金融論 金融論

国際経済学 国際経済学

比較経済論 比較経済論

労働経済学 労働経済学（未開講）

環境経済学 環境経済学

企業経済学 企業経済学

応用ゲーム理論 応用ゲーム理論

産業集積論 産業集積論

生活政策論 生活政策論

自治体経営論 自治体経営論

地域政策論 地域政策論

中山間地論 中山間地論

地方財政論 地方財政論

地域分析法 地域分析法

地域福祉論 地域福祉論

地域起業論 地域起業論

地域企業経営戦略論 地域企業経営戦略論

地域メディア論 地域メディア論

政策過程論 政策過程論

人的資源管理論 人的資源管理論

地域生産性向上論 地域生産性向上論

経営組織論 経営組織論

NPO・市民活動論 NPO・市民活動論

地域コミュニティ論 地域コミュニティ論

地域合意形成論 地域合意形成論

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ 地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ 地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ

地域教育政策論 地域教育政策論

地域教育活動論 地域教育活動論（未開講）

地域環境論 地域環境論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ 地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ 地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ 地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ 地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ

コミュニティリーダーシップⅠ コミュニティリーダーシップⅠ

コミュニティリーダーシップⅡ コミュニティリーダーシップⅡ

コミュニティリーダーシップⅢ コミュニティリーダーシップⅢ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ

地域実習Ⅱ 地域実習Ⅱ

卒業までに124単位以上（第Ⅰ類は26単位）修得
必修を含めて第Ⅱ類科目を合計88単位以上修得
第Ⅱ類科目には30単位までは他学科第Ⅱ類科目及び第Ⅱ類から充当することが
できる
第Ⅰ類科目余剰分（26単位以上修得した単位）は第Ⅲ類として認定する

合計（118科目）

卒業要件及び履修方法

卒業までに124単位以上（第Ⅰ類は26単位）修得
必修を含めて第Ⅱ類科目を合計88単位以上修得
第Ⅱ類科目には30単位までは他学科第Ⅱ類科目及び第Ⅱ類から充当することが
できる
第Ⅰ類科目余剰分（26単位以上修得した単位）は第Ⅲ類として認定する

地域実習Ⅲ 地域実習Ⅲ

卒業研究 卒業研究

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

専
門
教
育
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【平成３０年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1① 1 兼3

1② 1 兼3

1④ 1 兼3

2① 1 兼3

2② 1 兼3

2④ 1 兼3

1① 1 1 兼1

1② 1 1 兼1

1④ 1 1 兼1
1①・② 1 兼1
1①・② 1 兼1

1④ 1 兼1

1① 1 1 1 2

1② 1 1 1 2

1④ 1 1 1 2

2① 1 1 2 兼1

2② 1 1 2 兼1

2④ 1 1 2 兼1
1・2① 1 1
1・2② 1 1
1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1
1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1
1・2① 1 1
1・2② 1 1
1・2④ 1 1
2・3① 1 1
1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1
1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1
3・4① 1 兼1
3・4② 1 兼1
2・3④ 1 1
3・4① 1 1
3・4② 1 兼1
3・4④ 1 兼1
3・4① 1 兼1
3・4② 1 兼1
1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1
1・2④ 1 1
2・3① 1 1
1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1
2・3④ 1 1
3・4① 1 1
3・4② 1 2
3・4④ 1 2
3・4① 1 1
3・4② 1 1
1・2① 1 兼1
1・2② 1 兼1
1・2④ 1 兼1
2・3① 1 兼1
3・4② 1 兼1

3・4④ 1 兼1

1・2① 1 1

1・2② 1 1
1・2④ 1 1

基
盤
科
目

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ（コミュニケーション英語Ⅲ）

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ

セルフマネジメントⅠ－Ⅱ

セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ

日本語表現Ⅰ

日本語表現Ⅱ

日本語表現Ⅲ

データ分析Ⅰ（社会調査方法論）

データ分析Ⅱ（データ分析法）

データ分析Ⅲ（統計学）

倫理学Ⅱ

歴史Ⅰ（日本史）

歴史Ⅱ（西洋史）

民俗学Ⅰ

民俗学Ⅱ

セルフマネジメントⅡ－Ⅱ

セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

基
盤
・
専
門
融
合
科
目

共生論Ⅰ

共生論Ⅱ

仏教学Ⅰ

仏教学Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ

異文化コミュニケーション論Ⅱ

哲学Ⅰ

哲学Ⅱ

倫理学Ⅰ

東洋の言葉と生活Ⅱ

西洋の言葉と生活Ⅰ

西洋の言葉と生活Ⅱ

社会学Ⅰ

社会学Ⅱ

文学Ⅰ

文学Ⅱ

日本の言葉と生活Ⅰ

日本の言葉と生活Ⅱ

東洋の言葉と生活Ⅰ

政治学Ⅱ

コミュニティ概論Ⅰ

コミュニティ概論Ⅱ

情報論・メディア学Ⅰ

情報論・メディア学Ⅱ

教育学Ⅰ

教育学Ⅱ（未開講）

法律学Ⅰ

法律学Ⅱ

政治学Ⅰ

自然科学概論Ⅱ

専
門
教
育

経済学の基礎Ⅰ

経済学の基礎Ⅱ

経済学の基礎Ⅲ

環境学Ⅰ

環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ

生物多様性概論Ⅱ

自然科学概論Ⅰ
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

2① 2 1

2② 2 1
2・3② 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1

2① 2 1

2② 2 1

2④ 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 兼1
2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 兼1
2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 兼1
2・3・4④ 2 兼1
2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4② 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4④ 2 1
2・3・4① 2 1
2・3・4② 2 兼1

１① 1 4

１② 1 4

１④ 1 4

2① 1 3 1

2② 1 3 1

2④ 1 3 1

3① 1 4 2 4

3② 1 4 2 5

3④ 1 4 2 5

4① 1 7 3 4

4② 1 7 3 4

4④ 1 7 3 4

1② 1 1 1 2

2② 1 1 3 兼1

3② 1 3 1

1③ 6 2 2 3 兼2

2③ 6 4 1

3③ 6 3 2 5 兼3

4通 6 7 3 4

　 　 　 　 　 　 　 　 　

小計（118科目） - 80 96 0 102 39 82 1 0

- 80 96 0 102 39 82 1 0

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  本授業科目表は、開設年度から提出年度までの間において実際に実施された授業科目に関する情報として記入してください。
　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）

ミクロ経済学

マクロ経済学

地域経済学

専
門
教
育

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼

任

・

兼

担

経済政策論

日本経済論

マーケティング論

地域創生概論

地域回帰論Ⅰ（基礎論）

地域回帰論Ⅱ（実践論）

財政学

金融論

企業経済学

応用ゲーム理論

産業集積論

生活政策論

自治体経営論

国際経済学

比較経済論

地域生産性向上論

経営組織論

NPO・市民活動論

地域コミュニティ論

地域合意形成論

労働経済学（未開講）

環境経済学

地域起業論

地域企業経営戦略論

地域メディア論

政策過程論

人的資源管理論

地域政策論

中山間地論

地方財政論

地域分析法

地域福祉論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ

地域教育政策論

地域教育活動論（未開講）

地域環境論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ

コミュニティリーダーシップⅠ

コミュニティリーダーシップⅡ

コミュニティリーダーシップⅢ

地域実習Ⅰ

地域実習Ⅱ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ

地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

卒業までに124単位以上（第Ⅰ類は26単位）修得
必修を含めて第Ⅱ類科目を合計88単位以上修得
第Ⅱ類科目には30単位までは他学科第Ⅱ類科目及び第Ⅱ類から充当することが
できる
第Ⅰ類科目余剰分（26単位以上修得した単位）は第Ⅲ類として認定する

地域実習Ⅲ

卒業研究

合計（118科目）

卒業要件及び履修方法
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【平成２８年度】

【平成２９年度】

【平成３０年度】

【令和元年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　　 　　　　

・坂本文武准教授、濱田由朗准教授就任辞退のため金子洋二准教授、高柳直弥講師に変更。平成29年12月ＡＣ教員審査済み。
・教育内容に鑑み地域回帰論Ⅰの担当者を変更。平成30年2月ＡＣ教員審査済み。

　　　　 　　　　

・大川洋史講師就任辞退のため佐藤浩史講師に変更。平成29年2月ＡＣ教員審査済み。

81 99 0 180

[　1　] [　3　] [　0　] [　4　]

（１）ー②授業科目表に関する変更内容
　　　　 　　　　

・教員就任時期変更のため教授1減、兼任・兼担1増。
・髙田知紀講師就任辞退のため古平浩講師に変更。平成28年4月ＡＣ教員審査済み。

80 96 0 176

（２） 授業科目数

選択 自由 計

・「地域合意形成論」は教員退職のため担当者を古平浩から臼木悦生へ変更。
・「コミュニティ概論Ⅰ・Ⅱ、コミュニティリーダーシップⅢ」は教員退職のため担当者を古平浩から金子洋二へ変更。
・「コミュニティ概論Ⅰ・Ⅱ、コミュニティリーダーシップⅢ」は教員退職のため担当者を古平浩から金子洋二へ変更。
・「政治学Ⅱ」は教員退職のため担当者を館潤二から高橋若木へ変更。
・「倫理学Ⅰ・Ⅱ」は適正人数を考慮し担当者を星川啓慈から高橋若木へ変更。
・「比較経済論」は教員退職のため担当者を岡本義行から永井進へ変更。
・「地域政策論」は教員退職のため担当者を岡本義行から林恒宏へ変更。
・「地域創生学ゼミナールⅠーⅠ・Ⅱ・Ⅲ」は適正人数を考慮し林恒宏を追加。
・「地域実習Ⅰ・Ⅲ」は適正人数を考慮し林恒宏を追加。
・「地域経済学、企業経済学、地域経済学ゼミナールⅠーⅠ・Ⅱ・Ⅲ」は教員退職のため担当者を岡本義行から米崎克彦へ変更。
・「地域創生学ゼミナールⅠーⅠ・Ⅱ・Ⅲ、地域創生学ゼミナールⅡーⅠ・Ⅱ・Ⅲ、地域実習Ⅰ・Ⅲ」は教員退職のため担当者を
　　古平浩から米崎克彦へ変更。
・「セルフマネジメントⅡーⅠ・Ⅱ・Ⅲ」は適正人数を考慮し担当者を山中昌幸から北條規へ変更。
・「コミュニティリーダーシップⅢ」は適正人数を考慮し担当者を北條規から山中昌幸へ変更。
・「自然科学概論Ⅰ・Ⅱ」は教員退職のため担当者を室山哲也から浦崎太郎へ変更。
・「地域学基礎論」新規で追加。
・「地域課題ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ(すがもﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」新規で追加。
・「外国語表現ⅡーⅠ・Ⅱ・Ⅲ」は適正人数を考慮しギャロウェイウィルを追加。
・「文学Ⅰ・Ⅱ」は適正人数を考慮し小嶋知善から齋藤秀昭を追加。

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

1 教育学Ⅱ 2 1・2 専門 選択

2 コミュニティ概論Ⅰ 2 3 専門 選択

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。
　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、
　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能なかぎり具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

2

176

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。
　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

＝ 1.13 ％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）
＝

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

受講者5名以下のため休講

受講者5名以下のため休講

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（４） 廃止科目

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

廃止の理由，代替措置の有無
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備考

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0㎡ 31,429㎡

小　　　計
67,844㎡
72,463㎡

0㎡ 0㎡
67,844㎡
72,463㎡

校舎敷地の内
21,135.55㎡
は(学)佛教教
育学園から貸与

[貸与期間]
H28.4.1から
20年間

届出時における校舎敷
地の算出に誤りがあっ
たため（27）

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
36,416㎡
41,034㎡

0㎡ 0㎡
36,416㎡
41,034㎡

運動場用地 31,429㎡ 0㎡

そ　の　他
5,036㎡

287㎡
0㎡ 0㎡

5,036㎡
287㎡

合　　　計
72,880㎡
72,750㎡

0㎡ 0㎡
72,880㎡
72,750㎡

届出時における校舎面
積の算出に誤りがあっ
たため（27）
教室等の用途変更のた
め（29）
埼玉校舎解体のため
（30）

（　　　46,471㎡）
（　　　47,717㎡）
（　　　46,878㎡）
（　　　57,676㎡）

（　　　　　0㎡） （　　　　　0㎡）

（　　　46,471㎡）
（　　　47,717㎡）
（　　　46,878㎡）
（　　　57,676㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

46,471㎡
47,717㎡
46,878㎡
57,676㎡

0㎡ 0㎡

46,471㎡
47,717㎡
46,878㎡
57,676㎡

(４) 専任教員研究室
新設学部等の名称 室　　　　　　数

地域創生学部　地域創生学科
16
17

室

語学学習施設 大学全体

教室等の用途変更・補
助職員退職のため
（27）
教室等の用途変更のた
め（28）
教室等の用途変更のた
め（29）
教室等の用途変更のた
め（30）

77室
76室
78室
80室
70室

51室
56室
54室
49室

18室
23室
26室
11室

4室 0室

（補助職員　1人）
（補助職員　2人）

（補助職員　0人）

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕 点 点 点

地域創生学部

63,266〔9,288〕　 392〔69〕　 62〔54〕　

電子ｼﾞｬｰﾅﾙ､視聴覚資料
は、大学全体で共用

61,947〔9,001〕　 339〔49〕　 28〔12〕　 20,232

（62,966〔9,188〕） （392〔69〕） （62〔54〕） （20,232）

（61,947〔9,001〕） （339〔49〕） （25〔12〕） （20,232）

（58,527〔8,421〕） （322〔47〕） （23〔7〕）

61,947〔9,001〕　 339〔49〕　 28〔12〕　 20,232

61,947〔9,001〕　 339〔49〕　 28〔12〕　 20,232

（20,221） （0） （0）

（60,241〔8,721〕） （330〔48〕） （25〔9〕） （20,227）

（58,527〔8,421〕） （322〔47〕） （23〔7〕） （20,221） （0）

（61,947〔9,001〕） （339〔49〕） （25〔12〕） （20,232）

（61,947〔9,001〕） （339〔49〕） （25〔12〕） （20,232）

（0）

（60,241〔8,721〕） （330〔48〕） （25〔9〕） （20,227）

大学全体

1,313㎡ 野球場・テニスコート等

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

大学全体

5,656㎡ 426 688,167

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

計

開設前年度 開設年度 完成年度

共同研究費等は
大学全体

設置計画変更のため
（28）

(８) 教員１人当り研究費等 400千円 400千円 図書購入費 7,700千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

7,630千円 5,421千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 11,000千円 11,000千円 設備購入費
32,211千円
28,844千円

4,757千円 4,757千円

学生納付金以外の維持方法の概要
私立大学等経常費補助金、寄付金（設立宗派・同窓会・寺院関係者）、手数料
（入学検定料等）、資産運用収入　等

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

第６年次

1,450千円 1,250千円 1,250千円 1,250千円 ―　千円 ―　千円

学生１人当
り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

　　　　を併せて提出してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和元年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（元）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍

人

　仏教学部 1.08

　　仏教学科 4 100 3年次 450 学士（仏教学） 1.08 平成22年度

25

　人間学部 1.09

　　社会福祉学科 4 80 － 320 学士（社会福祉学） 1.08 平成5年度

　　人間環境学科 4 55 － 220 学士（人間環境学） 1.07 平成23年度

　　臨床心理学科 4 － － － 学士（臨床心理学） － 平成21年度 平成28年より学生募集停止

　　人間科学科 4 － － － 学士（人間科学） － 平成12年度 平成28年より学生募集停止

　　教育人間学科 4 60 3年次 246 学士（教育人間学） 1.12 平成23年度

3

　心理社会学部 1.08

　　人間科学科 4 120 3年次 486 学士（人間科学） 1.08 平成28年度

3

　　臨床心理学科 4 110 3年次 450 学士（臨床心理学） 1.08 平成28年度

3

　文学部 1.09

　　人文学科 4 65 3年次 276 学士（人文学） 1.04 平成22年度 平成30年度入学定員減（△5人）

3

　　日本文学科 4 70 － 280 学士（日本文学） 1.05 平成27年度 平成27年度設置70人

　　歴史学科 4 160 3年次 646 学士（歴史学） 1.13 平成15年度 平成24年度入学定員増（25人）

3

　表現学部 1.09

　　表現文化学科 4 205 3年次 816 学士（表現文化） 1.09 平成22年度 平成30年度入学定員増（5人）

3

　地域創生学部 0.96

　　地域創生学科 4 100 － 400 学士（経済学） 0.96 平成28年度

　大　正　大　学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

東京都豊島区西
巣鴨三丁目20番1
号
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　仏教学研究科

　　仏教学専攻

　　　博士前期課程 2 30 － 60 修士（仏教学） 0.56 平成13年度

　　　博士後期課程 3 7 － 21 博士（仏教学） 0.76 平成13年度

　人間学研究科

　　社会福祉学専攻

　　　修士課程 2 5 － 10 修士（社会福祉学） 0.70 平成13年度

　　臨床心理学専攻

　　　修士課程 2 18 － 36 修士（臨床心理学） 0.88 平成13年度

　　人間科学専攻

　　　修士課程 2 3 － 6 修士（人間科学） 0.16 平成13年度

　　 福祉・臨床心理学専攻

　　　博士後期課程 3 3 － 9 博士（人間学） 0.44 平成13年度

　文学研究科

　　宗教学専攻

　　　博士前期課程 2 5 － 10 修士（文学） 0.50 昭和27年度

　　　博士後期課程 3 2 － 6 博士（文学） 0.33 昭和32年度

　　史学専攻

　　　博士前期課程 2 10 － 20 修士（文学） 0.70 昭和54年度

　　　博士後期課程 3 2 － 6 博士（文学） 0.33 昭和54年度

　　国文学専攻

　　　博士前期課程 2 3 － 6 修士（文学） 0.33 昭和27年度

　　　博士後期課程 3 2 － 6 博士（文学） 0 昭和32年度

　　比較文化専攻

　　　博士前期課程 2 3 － 6 修士（文学） 0.83 平成9年度

　　　博士後期課程 3 2 － 6 博士（文学） 0.16 平成11年度

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校種ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」の考え方は「大学設置等に係る提出書類の作成の手引き（平成31年度改訂版）」と同じです。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

東京都豊島区西
巣鴨三丁目20番1
号
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【認可時又は届出時】 【平成２８年度】 【平成２９年度】 【平成３０年度】 【令和元年度】

兼任　

の別　 の別　 の別　 の別　 の別　

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

担当授業科目名

兼担・

兼任　 兼任　 兼任　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名

兼任　

専 教授

岡本　義行
（72）

平成30年4月
博士(経済学)

地域経済学
地域創生概論
比較経済論
企業経済学
地域政策論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域創生概論
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

地域創生概論
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

専 教授

岡本　義行
（70）

平成30年4月
博士(経済学)

専 教授

岡本　義行
（70）

平成30年4月
博士(経済学)

専 教授

岡本　義行
（71）

平成30年4月
博士(経済学)

専 教授

高山　誠
（67）

平成29年4月
博士(学術)

専 教授

高山　誠
（68）

平成29年4月
博士(学術)

マーケティング論
産業集積論

地域企業経営戦略論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅲ
卒業研究

マーケティング論
産業集積論

地域企業経営戦略論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

マーケティング論
産業集積論

地域企業経営戦略論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅲ

マーケティング論
産業集積論

地域企業経営戦略論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅲ
卒業研究

専 教授

高山　誠
（65）

平成29年4月
博士(学術)

専 教授

高山　誠
（65）

平成29年4月
博士(学術)

専 教授

高山　誠
（66）

平成29年4月
博士(学術)

専 教授

水田　健輔
（56）

平成28年4月
修士(国際経営学)

専 教授

水田　健輔
（57）

平成28年4月
修士(国際経営学)

自治体経営論
地方財政論

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

地域実習Ⅰ

自治体経営論
地方財政論

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅰ

自治体経営論
地方財政論

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

自治体経営論
地方財政論

地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

地域創生概論

専 教授

水田　健輔
（54）

平成28年4月
修士(国際経営学)

専 教授

水田　健輔
（54）

平成28年4月
修士(国際経営学)

専 教授

水田　健輔
（55）

平成28年4月
修士(国際経営学)

専 教授

今井　晴雄
（68）

平成28年4月
Ph.D.

Economics(米国)

専 教授

今井　晴雄
（69）

平成28年4月
Ph.D.

Economics(米国)

ミクロ経済学
応用ゲーム理論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

ミクロ経済学
応用ゲーム理論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

ミクロ経済学
応用ゲーム理論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

ミクロ経済学
応用ゲーム理論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究

専 教授

今井　晴雄
（66）

平成28年4月
Ph.D.

Economics(米国)

専 教授

今井　晴雄
（66）

平成28年4月
Ph.D.

Economics(米国)

専 教授

今井　晴雄
（67）

平成28年4月
Ph.D.

Economics(米国)

福島　真司
（49）

平成28年4月
教育学修士

専 教授

小峰　隆夫
（71）

平成28年4月
経済学士

専 教授

小峰　隆夫
（72）

平成28年4月
経済学士

経済政策論
日本経済論

財政学
国際経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究

日本経済論
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

経済政策論
日本経済論

財政学
国際経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

経済政策論
日本経済論

財政学
国際経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

経済政策論
日本経済論

財政学
国際経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究

専 教授

小峰　隆夫
（69）

平成28年4月
経済学士

兼任 講師

小峰　隆夫
（69）

平成28年4月
経済学士

専 教授

小峰　隆夫
（70）

平成28年4月
経済学士

経済学の基礎Ⅰ
経済学の基礎Ⅱ

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

経済学の基礎Ⅰ
経済学の基礎Ⅱ
マクロ経済学
環境経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
比較経済論

経済学の基礎Ⅰ
経済学の基礎Ⅱ
マクロ経済学
環境経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
比較経済論

経済学の基礎Ⅰ
経済学の基礎Ⅱ
マクロ経済学
環境経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究

比較経済論

専 教授

永井　進
（71）

平成28年4月
経済学修士

専 教授

永井　進
（71）

平成28年4月
経済学修士

専 教授

永井　進
（72）

平成28年4月
経済学修士

専 教授

福島　真司
（50）

平成28年4月
教育学修士

専 教授

福島　真司
（51）

平成28年4月
教育学修士

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

日本の言葉と生活Ⅰ
日本の言葉と生活Ⅱ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

日本の言葉と生活Ⅰ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

日本の言葉と生活Ⅰ
日本の言葉と生活Ⅱ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

日本の言葉と生活Ⅰ
日本の言葉と生活Ⅱ

専 教授

福島　真司
（48）

平成28年4月
教育学修士

専 教授

福島　真司
（48）

平成28年4月
教育学修士

専 教授

５　教員組織の状況

＜地域創生学部　地域創生学科＞

（１）ー① 担当教員表

専 教授

永井　進
（73）

平成28年4月
経済学修士

専 教授

永井　進
（74）

平成28年4月
経済学修士

経済学の基礎Ⅰ
経済学の基礎Ⅱ
マクロ経済学
環境経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅱ
卒業研究
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経済学の基礎Ⅲ
経営組織論

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

経済学の基礎Ⅲ
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ

専 講師

大川　洋史
（41）

平成28年4月
修士(経済学)

専 講師

大川　洋史
（41）

平成28年4月
修士(経済学)

専 講師

塚﨑　裕子
（56）

平成29年4月
博士(政策科学)

専 講師

塚﨑　裕子
（57）

平成29年4月
博士(政策科学)

労働経済学
生活政策論
政策過程論

人的資源管理論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅲ
卒業研究

生活政策論
政策過程論

人的資源管理論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ

生活政策論
政策過程論

人的資源管理論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅲ

労働経済学
生活政策論
政策過程論

人的資源管理論
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅲ
卒業研究

専 講師

塚﨑　裕子
（54）

平成29年4月
博士(政策科学)

専 講師

塚﨑　裕子
（54）

平成29年4月
博士(政策科学)

専 講師

塚﨑　裕子
（55）

平成29年4月
博士(政策科学)

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

NPO・市民活動論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

地域実習Ⅰ

専 准教授

坂本　文武
（41）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

専 准教授

坂本　文武
（41）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

専 准教授

臼木　悦生
（52）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

専 准教授

臼木　悦生
（53）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

共生論Ⅰ
共生論Ⅱ
哲学Ⅰ
哲学Ⅱ

地域コミュニティ論
地域回帰論Ⅱ（実践論）

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

共生論Ⅰ
共生論Ⅱ
哲学Ⅰ
哲学Ⅱ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

共生論Ⅰ
共生論Ⅱ
哲学Ⅰ
哲学Ⅱ

地域コミュニティ論
地域回帰論Ⅱ（実践論）

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

共生論Ⅰ
共生論Ⅱ
哲学Ⅰ
哲学Ⅱ

地域コミュニティ論
地域回帰論Ⅱ（実践論）

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

共生論Ⅰ
共生論Ⅱ
哲学Ⅰ
哲学Ⅱ

地域回帰論Ⅱ（実践論）
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

地域合意形成論
地域回帰論Ⅰ（基礎論）

専 准教授

臼木　悦生
（50）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

専 准教授

臼木　悦生
（50）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

専 准教授

臼木　悦生
（51）

平成28年4月
Master of Nonprofit
Organizations(米国)

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

地域起業論
地域生産性向上論

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅱ

兼任 講師

濱田　由朗
（58）

平成28年4月
工学修士

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

地域起業論
地域生産性向上論

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅱ
卒業研究

専 准教授

濱田　由朗
（60）

平成30年4月
工学修士

専 教授

北郷　裕美
（60）

平成28年4月
博士(国際広報ﾒﾃﾞｨｱ学)

専 教授

北郷　裕美
（61）

平成28年4月
博士(国際広報ﾒﾃﾞｨｱ学)

情報論・メディア学Ⅰ
情報論・メディア学Ⅱ

地域メディア論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ

地域メディア論
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ

情報論・メディア学Ⅰ
情報論・メディア学Ⅱ

地域メディア論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

情報論・メディア学Ⅰ
情報論・メディア学Ⅱ

地域メディア論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

専 教授

北郷　裕美
（58）

平成28年4月
博士(国際広報ﾒﾃﾞｨｱ学)

専 教授

北郷　裕美
（58）

平成28年4月
博士(国際広報ﾒﾃﾞｨｱ学)

専 教授

北郷　裕美
（59）

平成28年4月
博士(国際広報ﾒﾃﾞｨｱ学)

兼任 講師

岡本　義行
（70）

平成28年4月
博士(経済学)

地域経済学
地域創生概論
比較経済論
企業経済学
地域政策論

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

地域経済学
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域創生概論
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

地域創生概論
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅱ

兼任 講師

岡本　義行
（68）

平成28年4月
博士(経済学)

兼任 講師

岡本　義行
（68）

平成28年4月
博士(経済学)

兼任 講師

岡本　義行
（69）

平成28年4月
博士(経済学)

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　 兼任　 兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　 の別　 の別　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名
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兼担 教授

白木　太一
（57）

平成28年4月
文学博士 兼担 教授

白木　太一
（58）

平成28年4月
文学博士

歴史Ⅱ（西洋史） 歴史Ⅱ（西洋史） 歴史Ⅱ（西洋史） 歴史Ⅱ（西洋史） 歴史Ⅱ（西洋史）

兼担 教授

白木　太一
（55）

平成28年4月
文学博士 兼担 教授

白木　太一
（55）

平成28年4月
文学博士 兼担 教授

白木　太一
（56）

平成28年4月
文学博士

兼担 教授

西蔭　浩子
（70）

平成30年4月
修士(文学)

兼担 教授

西蔭　浩子
（71）

平成30年4月
修士(文学)

西洋の言葉と生活Ⅰ
西洋の言葉と生活Ⅱ

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）
外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ）
外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）
外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ）
外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

西洋の言葉と生活Ⅰ
西洋の言葉と生活Ⅱ

西洋の言葉と生活Ⅰ
西洋の言葉と生活Ⅱ

兼担 教授

西蔭　浩子
（68）

平成30年4月
修士(文学)

兼担 教授

西蔭　浩子
（68）

平成30年4月
修士(文学)

兼担 教授

西蔭　浩子
（69）

平成30年4月
修士(文学)

兼担 教授

小嶋　知善
（64）

平成30年4月
修士(文学)

文学Ⅰ
文学Ⅱ

文学Ⅰ
文学Ⅱ

兼担 教授

小嶋　知善
（62）

平成30年4月
修士(文学) 兼担 教授

小嶋　知善
（62）

平成30年4月
修士(文学) 兼担 教授

小嶋　知善
（63）

平成30年4月
修士(文学)

兼担 教授

星川　啓慈
（60）

平成28年9月
博士(文学)

倫理学Ⅰ
倫理学Ⅱ

倫理学Ⅰ
倫理学Ⅰ
倫理学Ⅱ

倫理学Ⅰ
倫理学Ⅱ

兼担 教授

星川　啓慈
（58）

平成28年9月
博士(文学) 兼担 教授

星川　啓慈
（58）

平成28年9月
博士(文学) 兼担 教授

星川　啓慈
（59）

平成28年9月
博士(文学)

兼担 講師

中島　ゆき
（49）

平成28年4月
修士(政策学)

兼担 講師

中島　ゆき
（50）

平成28年4月
修士(政策学)

データ分析Ⅱ（データ分析法）
地域分析法
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
データ分析Ⅱ（データ分析法）

地域分析法
地域実習Ⅰ

データ分析Ⅱ（データ分析法）
地域分析法
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

データ分析Ⅱ（データ分析法）
地域分析法
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼担 講師

中島　ゆき
（47）

平成28年4月
修士(政策学)

兼担 講師

中島　ゆき
（47）

平成28年4月
修士(政策学)

兼担 講師

中島　ゆき
（48）

平成28年4月
修士(政策学)

兼担 講師

古田　尚也
（50）

平成28年4月
修士(農学)

兼担 講師

古田　尚也
（51）

平成28年4月
修士(農学)

環境学Ⅰ
環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ
生物多様性概論Ⅱ

地域環境論
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

環境学Ⅰ
環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ
地域実習Ⅰ

環境学Ⅰ
環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ
生物多様性概論Ⅱ

地域環境論

環境学Ⅰ
環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ
生物多様性概論Ⅱ

地域環境論
地域実習Ⅲ

環境学Ⅰ
環境学Ⅱ

生物多様性概論Ⅰ
生物多様性概論Ⅱ

地域環境論
地域実習Ⅲ

兼担 講師

古田　尚也
（48）

平成28年4月
修士(農学)

兼担 講師

古田　尚也
（48）

平成28年4月
修士(農学)

兼担 講師

古田　尚也
（49）

平成28年4月
修士(農学)

兼担 講師

北條　規
（61）

平成28年9月
経済学士

兼担 講師

北條　規
（62）

平成28年9月
経済学士

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
コミュニティリーダーシップⅢ

地域実習Ⅲ

地域実習Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

地域課題ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ(すがもﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ）Ⅰ

地域課題ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ(すがもﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ）Ⅱ

地域課題ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ(すがもﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ）Ⅲ

兼担 講師

北條　規
（59）

平成28年9月
経済学士

兼担 講師

北條　規
（59）

平成28年9月
経済学士

兼担 講師

北條　規
（60）

平成28年9月
経済学士

兼担 講師

山本　祐子
（65）

平成28年4月
博士(政策学)

兼担 講師

山本　祐子
（66）

平成28年4月
博士(政策学)

データ分析Ⅰ
　　　（社会調査方法論）

中山間地論
地域福祉論
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
データ分析Ⅰ

　　　（社会調査方法論）
中山間地論
地域福祉論

データ分析Ⅰ
　　　（社会調査方法論）

中山間地論
地域福祉論
地域実習Ⅲ

データ分析Ⅰ
　　　（社会調査方法論）

中山間地論
地域福祉論
地域実習Ⅲ

兼担 講師

山本　祐子
（64）

平成28年4月
博士(政策学)

兼担 講師

山本　祐子
（64）

平成28年4月
博士(政策学)

兼担 講師

山本　祐子
（65）

平成28年4月
博士(政策学)

コミュニティ概論Ⅰ
コミュニティ概論Ⅱ

地域合意形成論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

専 講師

高田　知紀
（35）

平成28年4月
博士(工学)

専 講師

高橋　若木
（38）

平成28年4月
修士(文学)

専 講師

高橋　若木
（39）

平成28年4月
修士(文学)

日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

政治学Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅰ

日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

政治学Ⅰ
地域実習Ⅰ

日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

政治学Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

政治学Ⅰ
政治学Ⅱ
倫理学Ⅰ
倫理学Ⅱ

地域実習Ⅱ

専 講師

高橋　若木
（36）

平成28年4月
修士(文学)

専 講師

高橋　若木
（36）

平成28年4月
修士(文学)

専 講師

高橋　若木
（37）

平成28年4月
修士(文学)

専 講師

出川　真也
（39）

平成28年4月
修士(教育学)

専 講師

出川　真也
（40）

平成28年4月
修士(教育学)

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

教育学Ⅰ
教育学Ⅱ

コミュニティ概論Ⅰ
コミュニティ概論Ⅱ

地域回帰論Ⅰ（基礎論)
地域教育活動論
地域教育政策論

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

教育学Ⅰ
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

教育学Ⅰ
地域回帰論Ⅰ（基礎論)

地域教育政策論
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ

教育学Ⅰ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

教育学Ⅰ
コミュニティ概論Ⅱ

地域教育政策論
地域教育活動論

コミュニティリーダーシップⅠ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

専 講師

出川　真也
（37）

平成28年4月
修士(教育学)

専 講師

出川　真也
（37）

平成28年4月
修士(教育学)

専 講師

出川　真也
（38）

平成28年4月
修士(教育学)

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　 兼任　 兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　 の別　 の別　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名
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兼担 講師

館　潤二
（67）

平成30年9月
教養学士

政治学Ⅱ 政治学Ⅱ 政治学Ⅱ 政治学Ⅱ

兼担 講師

館　潤二
（66）

平成30年9月
教養学士 兼担 講師

館　潤二
（66）

平成30年9月
教養学士 兼担 講師

館　潤二
（66）

平成30年9月
教養学士

兼任 講師

渡辺 彰規
（43）

平成28年4月
社会学修士 兼任 講師

渡辺 彰規
（44）

平成28年4月
社会学修士

社会学Ⅰ
社会学Ⅱ

社会学Ⅰ
社会学Ⅱ

社会学Ⅰ
社会学Ⅱ

社会学Ⅰ
社会学Ⅱ

社会学Ⅰ
社会学Ⅱ

兼任 講師

渡辺 彰規
（41）

平成28年4月
社会学修士 兼任 講師

渡辺 彰規
（41）

平成28年4月
社会学修士 兼任 講師

渡辺 彰規
（42）

平成28年4月
社会学修士

兼任 講師

菅野　芳秀
（69）

平成28年9月
農学士 兼任 講師

菅野　芳秀
（70）

平成28年9月
農学士

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼任 講師

菅野　芳秀
（67）

平成28年9月
農学士 兼任 講師

菅野　芳秀
（67）

平成28年9月
農学士 兼任 講師

菅野　芳秀
（68）

平成28年9月
農学士

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

兼任 講師

マーカス・ブロック
（38）

平成29年4月
Bachelor of Arts(ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ)

外国語表現Ⅰ－Ⅰ
　　　　（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ
　　　　（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ
　　　　（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

外国語表現Ⅰ－Ⅰ
　　　　（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ
　　　　（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ
　　　　（一般英語Ⅲ）

兼任 講師

シェリー・ビアーズ
（54）

平成28年4月
Bachelor of Business(ｶﾅﾀﾞ)

兼任 講師

シェリー・ビアーズ
（54）

平成28年4月
Bachelor of Business(ｶﾅﾀﾞ)

外国語表現Ⅰ－Ⅰ
　　　　（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ
　　　　（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ
　　　　（一般英語Ⅲ）

兼任 講師

髙橋　比路史
（49）

平成28年4月
Master of Arts in TESOL(米国)

兼任 講師

室山　哲也
（66）

平成30年4月
法学学士

自然科学概論Ⅰ
自然科学概論Ⅱ

自然科学概論Ⅰ
自然科学概論Ⅱ

兼任 講師

室山　哲也
（64）

平成30年4月
法学学士 兼任 講師

室山　哲也
（64）

平成30年4月
法学学士 兼任 講師

室山　哲也
（65）

平成30年4月
法学学士

法律学Ⅰ
法律学Ⅱ

法律学Ⅰ
法律学Ⅱ

兼任 講師

関　義央
（36）

平成28年4月
修士(法学) 兼任 講師

関　義央
（36）

平成28年4月
修士(法学)

兼任 教授

高見　茂雄
（63）

平成29年4月
博士(学術) 兼任 教授

高見　茂雄
（64）

平成29年4月
博士(学術)

金融論 金融論 金融論 金融論

兼任 教授

高見　茂雄
（61）

平成29年4月
博士(学術) 兼任 教授

高見　茂雄
（61）

平成29年4月
博士(学術) 兼任 教授

高見　茂雄
（62）

平成29年4月
博士(学術)

兼任 講師

弓山　達也
（54）

平成28年4月
博士(文学) 兼任 講師

弓山　達也
（55）

平成28年4月
博士(文学)

民俗学Ⅰ
民俗学Ⅱ

民俗学Ⅰ
民俗学Ⅱ

民俗学Ⅰ
民俗学Ⅱ

民俗学Ⅰ
民俗学Ⅱ

民俗学Ⅰ
民俗学Ⅱ

兼任 講師

弓山　達也
（52）

平成28年4月
博士(文学) 兼任 講師

弓山　達也
（52）

平成28年4月
博士(文学) 兼任 講師

弓山　達也
（53）

平成28年4月
博士(文学)

兼担 助教

日下田　岳史
（36）

平成28年9月
修士(教育学) 兼担 助教

日下田　岳史
（37）

平成28年9月
博士(教育学)

データ分析Ⅲ（統計学） データ分析Ⅲ（統計学） データ分析Ⅲ（統計学） データ分析Ⅲ（統計学） データ分析Ⅲ（統計学）

兼担 助教

日下田　岳史
（34）

平成28年9月
修士(教育学) 兼担 助教

日下田　岳史
（34）

平成28年9月
修士(教育学) 兼担 助教

日下田　岳史
（35）

平成28年9月
修士(教育学)

兼担 講師

齋藤 知明
（34）

平成29年4月
修士(文学)

兼担 講師

齋藤 知明
（35）

平成29年4月
修士(文学)

地域実習Ⅲ
日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

地域実習Ⅲ
日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

地域実習Ⅲ
日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

兼担 講師

齋藤 知明
（32）

平成30年9月
修士(文学)

兼担 講師

齋藤 知明
（32）

平成30年9月
修士(文学)

兼担 講師

齋藤 知明
（33）

平成29年4月
修士(文学)

日本語表現Ⅰ
日本語表現Ⅱ
日本語表現Ⅲ

兼担 講師

春日　美穂
（36）

平成28年4月
博士(文学)

兼担 講師

中川　仁喜
（39）

平成28年4月
博士(文学) 兼担 講師

中川　仁喜
（40）

平成28年4月
博士(文学)

歴史Ⅰ（日本史） 歴史Ⅰ（日本史） 歴史Ⅰ（日本史） 歴史Ⅰ（日本史） 歴史Ⅰ（日本史）

兼担 講師

中川　仁喜
（37）

平成28年4月
博士(文学) 兼担 講師

中川　仁喜
（37）

平成28年4月
博士(文学) 兼担 講師

中川　仁喜
（38）

平成28年4月
博士(文学)

兼担 准教授

山田　潤治
（46）

平成28年4月
修士(政策・ﾒﾃﾞｨｱ) 兼担 准教授

山田　潤治
（47）

平成28年4月
修士(政策・ﾒﾃﾞｨｱ)

異文化コミュニケーション論Ⅰ
異文化コミュニケーション論Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ
異文化コミュニケーション論Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ
異文化コミュニケーション論Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ
異文化コミュニケーション論Ⅱ

異文化コミュニケーション論Ⅰ
異文化コミュニケーション論Ⅱ

兼担 准教授

山田　潤治
（44）

平成28年4月
修士(政策・ﾒﾃﾞｨｱ) 兼担 准教授

山田　潤治
（44）

平成28年4月
修士(政策・ﾒﾃﾞｨｱ) 兼担 准教授

山田　潤治
（45）

平成28年4月
修士(政策・ﾒﾃﾞｨｱ)

仏教学Ⅰ
仏教学Ⅱ

仏教学Ⅰ 仏教学Ⅰ
仏教学Ⅱ

兼担 准教授

柴田　泰山
（43）

平成28年9月
博士(仏教学) 兼担 准教授

柴田　泰山
（43）

平成28年9月
博士(仏教学) 兼担 准教授

柴田　泰山
（44）

平成28年9月
博士(仏教学)

兼担 准教授

伏木　香織
（45）

平成30年4月
博士(文学) 兼担 准教授

伏木　香織
（46）

平成30年4月

東洋の言葉と生活Ⅰ
東洋の言葉と生活Ⅱ

東洋の言葉と生活Ⅰ
東洋の言葉と生活Ⅱ

東洋の言葉と生活Ⅰ
東洋の言葉と生活Ⅱ

兼担 准教授

伏木　香織
（46）

平成30年4月
博士(文学) 兼担 准教授

伏木　香織
（46）

平成30年4月
博士(文学) 兼担 准教授

伏木　香織
（44）

平成30年4月
博士(文学)

兼担 教授

塩入 法道
（63）

平成30年9月
文学修士 兼担 教授

塩入 法道
（64）

平成30年9月
文学修士

地域実習Ⅲ 地域実習Ⅲ 地域実習Ⅲ

兼担 教授

塩入 法道
（61）

平成30年9月
文学修士 兼担 教授

塩入 法道
（61）

平成30年9月
文学修士 兼担 教授

塩入 法道
（62）

平成30年9月
文学修士

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　 兼任　 兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　 の別　 の別　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名
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兼任 講師

佐藤美由紀
（34）

平成29年4月
兼任 講師

佐藤美由紀
（35）

平成29年4月

法律学Ⅰ
法律学Ⅱ

法律学Ⅰ
法律学Ⅱ

法律学Ⅰ
法律学Ⅱ

兼任 講師

佐藤美由紀
（33）

平成29年4月

兼担 講師

山中昌幸
（46）

平成29年4月

兼担 講師

山中昌幸
（47）

平成29年4月

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅰ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅡ
地域実習Ⅰ

コミュニティリーダーシップⅡ
コミュニティリーダーシップⅢ

地域実習Ⅰ

兼担 講師

山中昌幸
（45）

平成29年4月

兼担 教授

浦崎太郎
（53）

平成29年4月

兼担 教授

浦崎太郎
（54）

平成29年4月

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ

コミュニティリーダーシップⅡ

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ

コミュニティリーダーシップⅡ

自然科学概論Ⅰ
自然科学概論Ⅱ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼担 教授

浦崎太郎
（52）

平成29年4月

兼任 講師

井原森繁
(56)

平成29年4月

地域企業論 地域企業論

兼任 講師

井原森繁
(55)

平成29年4月

専 講師

佐藤浩史
（49）

平成29年4月

専 講師

佐藤浩史
（50）

平成29年4月

企業経済学
経済学の基礎Ⅲ

経営組織論
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ

企業経済学
経済学の基礎Ⅲ

経営組織論
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ

企業経済学
経済学の基礎Ⅲ

経営組織論
コミュニティリーダーシップⅠ

地域実習Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

専 講師

佐藤浩史
（46）

平成29年4月

兼任 講師

山本尚史
（53）

平成29年4月

地域政策論
地域経済学

地域政策論
地域経済学

兼任 講師

山本尚史
（52）

平成29年4月

専 講師

古平浩
（49）

平成28年4月

地域実習Ⅰ
地域合意形成論

地域実習Ⅰ

コミュニティ概論Ⅰ
コミュニティ概論Ⅱ

地域合意形成論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅢ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

専 講師

古平浩
（47）

平成28年4月

専 講師

古平浩
（48）

平成28年4月

兼任 講師

柏木 正博
（68）

平成29年9月
文学士 兼任 講師

柏木 正博
（69）

平成29年9月
文学士

地域実習Ⅱ 地域実習Ⅱ 地域実習Ⅱ 地域実習Ⅱ

兼任 講師

柏木 正博
（66）

平成29年9月
文学士 兼任 講師

柏木 正博
（66）

平成29年9月
文学士 兼任 講師

柏木 正博
（67）

平成29年9月
文学士

兼任 講師

遠藤 健治
（70）

平成28年9月
専門士 兼任 講師

遠藤 健治
（71）

平成28年9月
専門士

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼任 講師

遠藤 健治
（68）

平成28年9月
専門士 兼任 講師

遠藤 健治
（68）

平成28年9月
専門士 兼任 講師

遠藤 健治
（69）

平成28年9月
専門士

兼任 講師

金子 洋二
（50）

平成28年9月
修士（社会学）

兼任 講師

金子 洋二
（51）

平成28年9月
修士（社会学）

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

コミュニティ概論Ⅰ
コミュニティ概論Ⅱ

コミュニティリーダーシップⅡ
コミュニティリーダーシップⅢ

セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

NPO・市民活動論
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

兼任 講師

金子 洋二
（48）

平成28年9月
修士（社会学）

兼任 講師

金子 洋二
（48）

平成28年9月
修士（社会学）

兼任 講師

金子 洋二
（49）

平成28年9月
修士（社会学）

兼任 講師

野中 玄雄
（63）

平成28年9月
文学士 兼任 講師

野中 玄雄
（64）

平成28年9月
文学士

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼任 講師

野中 玄雄
（61）

平成28年9月
文学士 兼任 講師

野中 玄雄
（61）

平成28年9月
文学士 兼任 講師

野中 玄雄
（62）

平成28年9月
文学士

兼任 講師

鈴江 省吾
（61）

平成28年9月
準学士 兼任 講師

鈴江 省吾
（62）

平成28年9月
準学士

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼任 講師

鈴江 省吾
（59）

平成28年9月
準学士 兼任 講師

鈴江 省吾
（59）

平成28年9月
準学士 兼任 講師

鈴江 省吾
（60）

平成28年9月
準学士

兼任 講師

岸本 道明
（67）

平成28年9月
法学士 兼任 講師

岸本 道明
（68）

平成28年9月
法学士

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼任 講師

岸本 道明
（65）

平成28年9月
法学士 兼任 講師

岸本 道明
（65）

平成28年9月
法学士 兼任 講師

岸本 道明
（66）

平成28年9月
法学士

兼任 講師

春日 俊夫
（36）

平成28年9月
農学士 兼任 講師

春日 俊夫
（37）

平成28年9月
農学士

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ 地域実習Ⅰ
地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ

兼任 講師

春日 俊夫
（65）

平成28年9月
農学士 兼任 講師

春日 俊夫
（65）

平成28年9月
農学士 兼任 講師

春日 俊夫
（65）

平成28年9月
農学士

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　 兼任　 兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　 の別　 の別　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名
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兼担 教授

村橋　克則
（51）

平成31年4月

地域実習Ⅰ

地域学基礎論

専 講師

高柳　直弥
（35）

平成31年4月

セルフマネジメントⅠ－Ⅰ
セルフマネジメントⅠ－Ⅱ
セルフマネジメントⅠ－Ⅲ
セルフマネジメントⅡ－Ⅰ
セルフマネジメントⅡ－Ⅱ
セルフマネジメントⅡ－Ⅲ

地域起業論
地域生産性向上論

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ

コミュニティリーダーシップⅠ
コミュニティリーダーシップⅡ

地域実習Ⅰ

兼担 教授

首藤　正治
（56）

平成31年4月

地域経済学
企業経済学

地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

兼任 講師

工藤　量導
（38）

平成31年4月

仏教学Ⅰ
仏教学Ⅱ

兼担 講師

米崎　克彦
（36）

平成31年4月

地域政策論
地域コミュニティ論

コミュニティリーダーシップⅠ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ
地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ

地域実習Ⅰ
地域実習Ⅲ
卒業研究

兼任 講師

レスリーコープランド
（40）

平成30年4月

外国語表現Ⅰ－Ⅰ（一般英語Ⅰ）
外国語表現Ⅰ－Ⅱ（一般英語Ⅱ）
外国語表現Ⅰ－Ⅲ（一般英語Ⅲ）

兼任 講師

ギャロウェイウィル
（51）

平成29年4月

兼任

兼任 講師

ファイクスローレン
（49）

平成29年4月

兼担 准教授

柴田　泰山
（43）

平成28年9月

仏教学Ⅰ
仏教学Ⅱ

兼任 講師

講師

ギャロウェイウィル
（52）

平成29年4月

外国語表現Ⅰ－Ⅰ
　　　　（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ
　　　　（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ
　　　　（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅰ－Ⅰ
　　　　（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ
　　　　（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ
　　　　（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅰ－Ⅰ
　　　　（一般英語Ⅰ）

外国語表現Ⅰ－Ⅱ
　　　　（一般英語Ⅱ）

外国語表現Ⅰ－Ⅲ
　　　　（一般英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　　（コミュニケーション英語

Ⅰ）
外国語表現Ⅱ－Ⅱ

　　（コミュニケーション英語
Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　　（コミュニケーション英語

Ⅲ）

兼任 講師

ギャロウェイウィル
（50）

平成29年4月

兼任 講師

ファイクスローレン
（50）

平成29年4月

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

マイケルアランチャッドマン
（56）

平成29年4月

兼任 講師

マイケルアランチャッドマン
（57）

平成29年4月

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

外国語表現Ⅱ－Ⅰ
　（コミュニケーション英語Ⅰ）

外国語表現Ⅱ－Ⅱ
　（コミュニケーション英語Ⅱ）

外国語表現Ⅱ－Ⅲ
　（コミュニケーション英語Ⅲ）

兼任 講師

マイケルアランチャッドマン
（55）

平成29年4月

兼任 講師

齋藤　秀昭
（48）

平成31年4月

文学Ⅰ
文学Ⅱ

兼担 准教授

林　恒宏
（51）

平成31年4月

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

専任・

職名

氏　　名
（年　齢）

＜就任（予定）年月＞
保有学位等

兼担・ 兼担・ 兼担・

兼任　 兼任　 兼任　

の別　 の別　 の別　

担当授業科目名 担当授業科目名 担当授業科目名
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（１）ー②担当教員表に関する変更内容

　　　　 　　　　

　　　　 　　　　

（注）・  変更内容を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　不要な年度（平成２９年度開設であれば平成２８年度）の表は適宜削除してください。

　　　　 　　　　

　　　　 　　　　

【平成２８年度】
・髙田知紀講師就任辞退のため古平浩講師に変更。平成28年4月ＡＣ教員審査済み。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は、当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画変更書」を提出し、

　　　　大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」と記入してください。

　　　　なお、設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は、「教員審査省略」と記入してください。

【平成２９年度】
・大川洋史講師就任辞退のため佐藤浩史講師に変更。平成29年2月ＡＣ教員審査済み。

【平成３０年度】
・坂本文武准教授、濱田由朗准教授就任辞退のため金子洋二准教授、高柳直弥講師に変更。平成29年12月ＡＣ教員審査済み。
・教育内容に鑑み地域回帰論Ⅰの担当者を変更。平成30年2月ＡＣ教員審査済み。

【令和元年度】
・岡本義行教授、古平浩講師就任辞退のため林恒宏准教授、米崎克彦講師に変更。平成31年3月ＡＣ教員審査提出済み。
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（注）・　大学設置基準第十三条別表第一、短期大学設置基準第二十二条別表第一イにより算出される専任教員数を記入してください。

（注）・「設置時の計画」には、設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに、（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の状況」には、報告年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の状況」には、「現在（報告時）の状況」に記入した数字に、教員審査を受審済みであり、

　　　　完成年度までに就任する教員数を加えた数を記入するとともに、［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　　　・「現在（報告時）の完成年度時の計画」には、予定されている完成年度時の人数を記入するとともに、

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

（注）・「年齢構成」には、当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません）、

　　　　および、報告年度の５月１日現在、定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。
　　　・なお、職位等によって定年年齢が異なる場合には、職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入
　　　　し、「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。
　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

現在（報告時）の完成年度時の状況（Ｃ）
設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

報告時の教員のうち、定年を延長して採用している教員数
現在（報告時）の状況（Ｂ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

［　0　］
［　△2

］
［　1　］ ［　0　］ ［ 0　］

8 2 6 0 16

［　0　］ ［ △1］

8 2 5 0 15

14 7

（２） 専任教員数等

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

完成年度時における
設置基準上の必要専

任教員数

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

設置時の計画 現在（報告時）の状況

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ａ）
助　教

計
（Ｂ）

准教授 講　師教　授

名 名

　　　　

　（２）－②　専任教員数【大学】

（5） （2） （4） （0） （11）

0 15

現在（報告時）の完成年度時の状況 現在（報告時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ｃ）
教　授 准教授 講　師 助　教

計
（Ｄ）

8 3

歳 名 名

年齢構成

5

　（２）－③　年齢構成

5 0 16
8 2

［0　］ ［ △1］ ［　0　］

定年規定の定める
定年年齢（歳）

報告時（上記
（Ｂ））の教員の
うち、定年を延長
して採用している

教員数

完成年度時（上記
（Ｃ））の教員う
ち、定年を延長し
て採用する教員数

65 3 4

　（２）－⑤　現在（報告時）の状況における定年を延長している教員構成率

=
3

= 20 ％
15

　（２）－④　設置時の計画に対する教員充足率

=
15

= 93.75 ％
16
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

①

教員の一身上の都合により専任就任年の変更
（平成29年4月）があり，就任辞退（未就任）

（28）

必修 日本経済論 ①

選択 財政学 ①

選択 国際経済学

必修 経済政策論

必修 地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅲ

必修 地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅲ

②

必修 地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅰ ①

必修 地域経済学ゼミナールⅡ－Ⅱ ①

①

必修 地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅰ ②

必修 地域経済学ゼミナールⅠ－Ⅱ ②

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ ①

必修 地域実習Ⅱ ①

①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ ①

必修 卒業研究 ①

２ 講師 高田 知紀 H28

選択 コミュニティ概論Ⅰ ①

１ 教授 小峰 隆夫 H28

地域実習Ⅰ ①

必修 地域実習Ⅲ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ ①

必修 コミュニティリーダーシップⅢ

教員の一身上の都合により，就任辞退（未就
任）（28）

選択 コミュニティ概論Ⅱ ①

選択 地域合意形成論 ①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ ①

①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ ①

必修

①

必修 卒業研究 ①

3 准教授 濱田　由朗 H29

必修 セルフマネジメントⅠ-Ⅰ ②

選択 地域起業論 ②

選択 地域生産性向上論 ③

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅱ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅲ ③

必修

必修 セルフマネジメントⅡ-Ⅰ ③

必修 セルフマネジメントⅡ-Ⅱ ③

教員の一身上の都合により，就任辞退（未就
任）（29）

必修 セルフマネジメントⅠ-Ⅱ ②

必修 セルフマネジメントⅠ-Ⅲ ②

必修 セルフマネジメントⅡ-Ⅲ

必修 地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅰ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅱ ③

②

地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅲ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅰ ③

必修 コミュニティリーダーシップⅡ ②

必修 地域実習Ⅱ ③

必修 卒業研究 ③

合計（Ｄ） 後任補充状況の集計（Ｅ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

選択 7 科目 選択 5

必修 38 科目 必修

自由 0 自由 0 自由 0

20 必修 8 必修 10

選択 1 選択 1

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計 11

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合、赤字にて記入するとともに、

3 人

計 45 科目 計 25 計 9

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

自由 0 科目
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時期

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

辞任等の理由

１ 教授 坂本　文武 H29.3

必修 セルフマネジメントⅡ－Ⅰ ②

教員の一身上の都合により，就任辞任（29）

必修

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ ③

セルフマネジメントⅡ－Ⅱ ②

必修 セルフマネジメントⅡ－Ⅲ ②

選択 NPO・市民活動論 ②

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ ③

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ ③

必修 地域実習Ⅲ ③

必修 卒業研究 ③

必修 コミュニティリーダーシップⅡ ②

必修 地域実習Ⅰ ②

選択 経営組織論 ①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅰ ①

必修

２ 講師 大川　洋史 H29.3

必修 経済学の基礎Ⅲ

地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅱ

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅱ

必修

①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ－Ⅲ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅰ ①

①

教員の一身上の都合により，就任辞任（29）

①

必修 地域実習Ⅲ ①

必修 卒業研究 ①

①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ－Ⅲ ①

必修 コミュニティリーダーシップⅠ ①

３ 教授 岡本　義行 H31.3

必修 地域創生概論

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅲ

地域実習Ⅰ

①

教員の一身上の都合により，就任辞任（元）

必修 地域経済学ゼミナールⅠ-Ⅰ ①

必修 地域経済学ゼミナールⅠ-Ⅱ ①

必修 地域経済学ゼミナールⅠ-Ⅲ

①

必修 地域実習Ⅱ ①

必修 卒業研究 ①

①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅰ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅱ ①

①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅱ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅲ ①

①

教員の一身上の都合により，就任辞任（元）

選択 コミュニティ概論Ⅱ ①

選択 地域合意形成論 ①

必修 地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅰ

選択 コミュニティ概論Ⅰ

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅰ

必修
コミュニティリー

ダーシップⅢ
①

地域実習Ⅲ ①

①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅱ ①

必修 地域創生学ゼミナールⅡ-Ⅲ ①

合計（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｇ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

必修 卒業研究 ①

4 講師 古平　浩 H31.3

必修 地域実習Ⅰ ①

必修

30 必修 5 必修 8

選択 5 科目 選択 4

必修 43 科目 必修

選択 1 選択 0

（注）・　一度就任した後に、定年による退職以外の理由で辞任した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

0 自由 0

計 48 科目 計 34 計 6

4 人
自由 0 科目 自由 0 自由

計 8

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」
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　（３）－③　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３）－③合計（Ｄ）+（Ｆ）
（２）－②設置時の計画（Ａ）

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　今後の方針などを可能なかぎり具体的に記入してください。

合計（Ｄ）＋（Ｆ） 後任補充状況の集計（Ｅ）＋（Ｇ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

選択 12 科目 選択 9

必修 81 科目 必修

自由 0 自由 0

50 必修 13 必修 18

選択 2 選択 1

　（３）－④　設置時の計画に対する教員辞任率

=
7

= 43.75 ％
16

7 人

計 93 科目 計 59 計 15 計 19

自由 0 科目 自由 0

　（３）－⑤　定年により退職した専任教員に対する後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

H29.3.31付け65歳で定年退職（29）選択 ◆◆基礎 ②

必修 ☆☆演習 ③

１ 教授 ◎◎　◎◎

必修 ○○概論 ①

合計 後任補充状況の集計

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

選択 #VALUE! 科目 選択 ○○

必修 #VALUE! 科目 必修

自由 ○○ 自由 ○○ 自由 ○○

○○ 必修 ○○ 必修 ○○

選択 ○○ 選択 ○○

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

自己都合による就任辞退のため、担当科目の開講までに他の専任教員が担当できるよう専任教員採用等設置計画変更書（ＡＣ教員審査）を
提出。学生には新年度のガイダンスにて周知した。（28）
新任教員の採用と担当科目の開講までに他の専任教員が担当できるよう専任教員採用等設置計画変更書（ＡＣ教員審査）を提出。学生には
新年度のガイダンスにて周知した。（29）
新任教員と他の専任教員の専任教員採用等設置計画変更書（ＡＣ教員審査）を提出。学生には新年度のガイダンスにて周知した。（元）

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する大学の所見、学生への周知方法、

計 0

（注）・　定年により退職した全ての専任教員についてに記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合、赤字にて記入するとともに、「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

○○ 人

計 0 科目 計 0 計 0

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

自由 #VALUE! 科目
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区　　　分
今後の

の実施計画

設　置　時

（平成28年5月）

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

本学部における「地
域」の概念は明確に
なったが、科目によっ
ては明示された概念と
内容が整合していない
科目が存在している
（「地域コミュニティ
論」等）。各科目にお
いて「地域」の概念が
整合するように検討し
た上で、明示された
「地域」の概念は一般
的な地域の概念とは異
なるので、それを学修
するための基幹となる
科目を設けるよう改善
すること。

留意事項

初年度の開講科目において
本学における「地域」の概
念を学修する科目は２年次
に予定し、今年度はまだ開
設されてはいないが、各授
業において担当教員が地域
概念を共通理解をし折々に
解説していくことを申し合
わせている。（28）
「地域」の概念と内容の整
合性を図るため、既設の教
育カリキュラムの中で、理
論については１年次「地域
経済学ゼミナ-ル」の中で
「地域」の経済構造を、２
年次「地域創生概論」、
「地域回帰論Ⅰ」を経て
「地域回帰論Ⅱ」の中で基
礎自治体を対象とした「地
域」の概念を学んでいる。
一方、実践については１～
３年次（毎年２カ月、１
クォーター）における自治
体での地域実習を通して、
理論・実践の両面で学生に
対する地域概念の修得を徹
底している。（30）
令和元年度より1年次必修科
目として「地域学基礎論」
を開設し、地域の概念の整
合性について周知徹底を
図っている。また、在学生
にも徹底するため各授業の
シラバスに地域の概念を明
記した。（元）

履行済

「地域創生学ゼミナー
ルⅠ-Ⅰ～Ⅲ」及び
「地域創生学ゼミナー
ルⅡ-Ⅰ～Ⅲ」につい
て、実習先及び題材に
ついては本学部で養成
する「コーディネー
ター」、「エコノミス
ト」、「アントレプレ
ナー」及び「オーガナ
イザー」の４つの人材
像ごとに設定している
ので、クラス分けにつ
いてもこの人材像ごと
に行い、対応する教員
を配置すること。

留意事項

「地域創生学ゼミナールⅠ-
Ⅰ」以降のこれらの科目の
開講される３年次に向け
て、まずは初年度の「地域
実習Ⅰ」の準備および開講
を通じて、本学部で養成す
る４つの人材育成像に沿っ
た教育が実施されるよう教
員の適切な配置と、実習先
及び題材を適切に扱えるよ
う検討している。（28）
地域創生学ゼミナールは本
学部が養成する4つの人材像
ごとのクラスを設定し、教
員の専門分野により配置し
ている。また、学生の履修
にあたっては事前に全員面
談を行い卒業後の進路や学
修希望を把握し適切なゼミ
ナールの運営を行ってい
る。（30）
地域創生学ゼミナールⅠ-Ⅰ
～Ⅲは4つの人材像ごとにク
ラスを開設する。（元）

履行済
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設　置　時

（平成28年5月）

設　置　時

（平成28年5月）

地域における調査実習
を実施するに当たって
の調査に係る理論面の
科目を充実すること。
併せて、実習の効率を
上げるため、調査実習
を学修する講義と実際
の実習を繋ぐ統括的な
役割を果たす専任の教
員を配置するように改
善すること。

留意事項

初年度の開講科目において
調査に係る理論面の科目は
基礎ゼミナールで取り上げ
ることとする。
なお調査実習を学修する講
義と実際の実習を繋ぐ統括
的な役割を果たす専任の教
員は配置していると考えて
いるが、特に本学部の専任
教員の中でアクティブラー
ニング等の技法を用いた実
習指導経験のある教員を統
括的な役割としてワーキン
ググループを開催し、実習
の効率を上げるためのＦＤ
活動を行なっている。
（28）
「地域実習Ⅰ」は1年次第3
クォーターに実施されるた
め、その調査に係る理論学
修については1年次第1・2
クォーター及び第4クォー
ターにおいて基礎ゼミナー
ルである地域経済学ゼミ
ナールⅠ－Ⅰ～Ⅲで別添シ
ラバスの通り実施してい
る。
また、本学では教育に関す
ることの統括として学科ご
とに教務主任教員を配置し
ている。地域実習について
もこの教務主任が統括して
おり、講義と実習をつなぐ
統括的な役割を担ってい
る。（30）

履行済

地域実習において、地
域採用の兼任教員を採
用するとの説明でサ
ポート体制については
明確になった。しか
し、実際に地域におい
て活動する際には、地
域の将来を担う世代と
の連携も重要である。
したがって、各実習地
域に配置する予定の
「実習指導講師」や
「生活指導員」の採用
に当たっては、地域の
将来を担う人材の採用
に配慮すること。

留意事項

実習地域での人材の採用に
おいては、地域の将来を担
う世代・人材に配慮して実
施する。（28）
「地域実習」における実習
指導講師や生活指導員につ
いては、地域の将来を担う
人材である地元行政出身者
や移住・Uターン・NPOなど
で地元自治体の活性化に尽
力している人物を登用して
いる。
また、あわせて地元商工
会、青年会議所関係者等か
ら実習指導講師や生活指導
員の推薦も依頼している。
さらに地域実習において
は、中学校・高等学校の生
徒との協働も行っており、
地域の将来を担う世代との
連携に向けて取り組んでい
る。（30）

履行済

30



設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成29年2月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成30年2月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成31年3月）

地域創生学部地域創生
学科の定員充足率の平
均が０．７倍未満と
なっていることから、
学生確保に努めるとと
もに、入学定員の見直
しについて検討するこ
と。

留意事項

教員を中心に高校訪問を増
強し、募集および広報を強
化した結果、志願者総数が
131名から276名となった。
また、入学者も62名から105
名と前年度より1.7倍とな
り、入学定員を上回る入学
者を確保した。（29）

履行済

地域創生学部地域創生
学科において、定年規
程に定める退職年齢を
超える専任教員数の割
合が比較的高いことか
ら、定年規程の趣旨を
踏まえた適切な運用に
努めるとともに、教員
組織編成の将来構想に
ついて検討すること。

留意事項

地域創生学科の設置に伴う
定年延長の措置は、あくま
でも例外的な措置である。
今後の運用に当たっては、
適切な定年制度の運用を
図っていく。また、年齢構
成の高齢化を改善していく
ため、計画的な教員採用を
行っていく。完成年時定年
を延長して採用する5名につ
いて、平成31年度に教員公
募を行い、計画的な教員採
用をはかる。(29）

未履行

地域創生学部地域創生
学科において、定年規
程に定める退職年齢を
超える専任教員数の割
合が比較的高いことか
ら、定年規程の趣旨を
踏まえた適切な運用に
努めるとともに、教員
組織編成の将来構想に
ついて検討すること。

改善意見

地域創生学科の設置に伴う
定年延長の措置は、あくま
でも例外的な措置である。
今後の運用に当たっては、
適切な定年制度の運用を
図っていく。また、年齢構
成の高齢化を改善していく
ため、計画的な教員採用を
行っていく。完成年時定年
を延長して採用する5名につ
いて、平成31年度に教員公
募を行い、計画的な教員採
用をはかる。(29）

履行済

今年度で退職する定年延長
教員の後任については、経
済学2名、地域創生学1名の
公募を予定している。

地域実習を今後も継続
させるために，統括責
任者である教務主任等
の特定個人に過度に業
務負担が集中すること
なく，組織として安定
して運用できる体制の
整備に努めること。

改善意見

教務主任や担当者に過度な
業務負担がかかることのな
いよう学科全体の運用を見
直し、地域実習をはじめと
する教育活動・学生支援等
について、複数の教員から
構成されるワーキンググ
ループが担当することとし
た。平成31年１月より、
「地域実習」「東京実習
（地域実習Ⅱ）」「単位実
質化」「就職・キャリア」
「入試」などのワーキング
グループを設定し、２～６
名の教員が担当し、グルー
プが共同責任の上で業務を
進め、最終的に学科長、教
務主任が統括する体制を確
立した。

履行済

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、調査結果が公表された年度の年を記入してください。

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

1.地域実習の実習地数：8地域 1.地域実習の実習地数：14地域

　（H29は12地域、H30は13地域）

2.科目の追加

　　本学における教員の資質の維持向上は、ＴＳＲマネジメント推進機構に置かれている教育開発推進センターを

　　主体として行っている。本センターは、セルフマネジメント教育の開発・推進、基礎学力の向上、

　　共通教育科目の開発推進等を目的としており、学修の目的とその成果を明確化するためにシラバスへの

　　到達目標、事前事後学習内容の記載やルーブリック評価の活用を行っている。

　　また、これらの情報を集約していることから、教員の個の取り組みを共有し、新たな情報を提供することを

　　目標とした全学的なＦＤを本センターが主体となり開催した。

　　あわせて、学長、副学長、学部長、研究科長、事務局長、学長補佐、教務部長及び学生支援部長をもって構成

　　している教学運営協議会において審議した教育課程の編成及び運営に関する事項等を、コース教務主任連絡会を

　　通じて学科・コースへ連絡することで、全学から学科・コース単位まで重層的なFD活動へつなげており、

　　教員の資質の維持向上のための体制を整えている。

　　○教育開発推進センター（ＦＤ活動に関する会議）

　　○教務主任連絡会

　　　　　春学期５回、秋学期７回、計１２回開催。委員は概ね毎回出席。

　　○教育開発推進センター（ＦＤ活動に関する会議）

　　　　・シラバスの検討、基礎技法Bの検討

　　　　・改革総合支援事業対策の検討

　　○教務主任連絡会

　　　　・カリキュラム大綱・カリキュラム編成方針の検討

　　　　・自己点検・自己評価について

　　　　・シラバスについて

　　○シラバス記入要領の改善

７　その他全般的事項

＜地域創生学部　地域創生学科＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　連携地域からの要望や多様な実習地確保のため、新たに
開拓を行った。

　昨年度の指摘事項を受け、「地域」の概念の共通理解を
目的とした「地域学基礎論」（2単位必修）、地域実習を踏
まえた調査活動やビジネスモデルづくり等に取り組み情報
発信や調査活動を通じた学習を行う「地域課題フィールド
ワーク（すがもプロジェクト）Ⅰ～Ⅲ」（各2単位選択必
修）の4科目を新たに追加した。

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ａ　実施内容

　　○CACLに基づく自己評価報告会

　　　　4月23日、7月23日、8月27日、10月15日、11月5日、12月3日、1月21日、3月11日　計8回開催

　　　　教育開発推進センター長、教育支援課課長、教育開発推進センター教員が出席。

　ｃ　委員会の審議事項等

②　実施状況
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　　　　昨今の高等教育動向を理解するため、外部講師等を招聘して全教員・事務職員対象（任意参加）の研修会を

　　　　定期的に実施。

　　○学生による「授業評価アンケート」

　　　　春学期及び秋学期の授業期間中に、専任及び非常勤教員担当の全授業科目で実施。

　　○各コースのおける「シラバス検討会」

　　　　コース毎に教員が集まり、ＤＰ達成のためのＣＰとの整合性を取りながら、次年度科目のシラバス内容を

　　　　検討。

　　○教員による「授業自己点検報告書」「授業アンケートフィードバック」

　　　　年度末に学生の「授業評価アンケート」結果を踏まえた上で、教員自身の授業自己点検及びフィードバックを

　　　　実施。

　　○新任専任教員事前研修会

　　　　新任の専任教員を対象として、学外講師による学生指導に関するワークショップを実施したほか、

　　　　ＴＳＲ（大正大学の社会的責任）、教育とそのマネジメント体制、ハラスメント防止、就職支援について

　　　　の講義を実施。

　　　日　時：平成30年10月24日（水）15：00～17：00

　　　内　容：第7回全学FDセミナー「シラバス研修会」・「著作権研修会」 

　　　日　時：平成30年5月30日（水）15:00～18：00

　　　内　容：第6回全学FDセミナー「CACLを活用した自己評価報告会」 

　　　　春学期：７月　　秋学期：１月

　　　　実施：１月～２月　　報告書提出：３月

　　　　出席：各学科ごとに全専任教員が参加

　　○教員による「授業自己点検報告書」「授業アンケートフィードバック」

　　　　実施：年度末　　報告書提出：４月

　　○新任専任教員事前研修会

　　　　実施：平成31年2月27・28日

　　　　出席：平成31年度新任教員13名

　　平成29年度ＦＤ活動の実施結果を踏まえ、平成30年度以降も継続的に実施する。

　　特に、これまで実施してきた全学的なＦＤ活動に加えて、学部・学科・コースの特色や現状に沿った

　　きめ細やかなＦＤ活動を企画する。これを達成するため、教員からの要望を集約し、今後のＦＤ活動へと

　　反映できるシステム・体制づくりを目指す。

　　このアンケートは ＰＤＣＡ サイクルのＣｈｅｃｋ部分にあたり、授業毎の具体的な効果や問題点を把握し、

　　教育改善に役立てていくことを目的とする。

　　春学期（７月）及び秋学期（１月）の授業期間中に、専任及び非常勤教員担当の全授業科目で実施。

　ｂ　実施方法

　　○「全学教育推進セミナー」ＦＤ・ＳＤ研修会の開催

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　○「全学教育推進セミナー」ＦＤ・ＳＤ研修会の開催

　　○学生による「授業評価アンケート」

　　○各学科における「シラバス検討会」

　　本学における、学生による授業評価アンケートは、組織的なＦＤ活動の一環として実施。
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　　教員に配付している。

　　向けての改善点に関する検討が行われている。

　　学生をはじめとした社会への公開については、本アンケートの趣旨、実施要項、調査票を明示したうえで、

　　ホームページにおいて集計結果を公表している。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　実施済みアンケート用紙を委託事業者が回収し、集計する。

　　集計結果は教員配付用資料として、委託事業者より各教員へ郵送するとともに、冊子にまとめて刊行の上、

　　教育に関する評価部会において実際の教育活動に資する具体的なフィードバック方法の検討や、次年度実施に

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　地域創生学部地域創生学科は、地方の衰退に歯止めをかけ地域活性化を担う人材として、地域育成支援者の資質を
持った豊かな社会人基礎力、経済学を基盤とし経営学をはじめとする諸領域の知見をもって地域課題に対応できる問題
解決力、そして地域に活力を生み出す企画構想力・実践力を備えた人材を育成することを目的として設置した。これま
で、様々な地域で地域活性化の政策や活動が行われてきたにもかかわらず、十分な成果が得られておらず、その大きな
原因の一つは地域活性化を担う人材の不足である。本学部は、専門的知見や技能を結び付けて活用しながら、地方の人
口減少や高齢化の加速といった課題に対応し、地方と都市の交流などによる広域的で新たな地域ネットワーク創出とイ
ノベーション創出による地域社会の再生・活性化を目指す人材を育成するための教育を展開する。
そのために、経営学をはじめとする諸領域の知見を備えた新たな教育研究カリキュラムを構築しており、幅広い視点か
ら地域の潜在的資源や能力を発見・育成し、分野間を効果的に結び付け、実践的に地域創生に貢献できる企画構想力・
実践能力を養うための科目群が開講される。
地域創生学部の学生には、共通の基礎的能力として、地域活性化の視点や経済学的思考とスキル、マネジメント能力を
身につけることが求められる。また、学生は1年次から3年次まで、8週間の地域実習を行うことで、体験の振り返りと検
証、多方面からの課題探求能力を修得することができる。そこで培った能力は、将来幅広い分野でビジネスに活かせる
実践力となるはずである。
　また、昨年度の指摘事項を受け、「地域」の概念の共通理解を目的とした「地域学基礎論」、地域実習を踏まえた調
査活動やビジネスモデルづくり等に取り組み情報発信や調査活動を通じた学習を行う「地域課題フィールドワーク（す
がもプロジェクト）Ⅰ～Ⅲ」の4科目を新たに追加した。
　さらに、教育の質保証のために、地域創生学部の外部評価を実施した。４名の有識者を外部評価委員として、10月か
ら12月の３ヶ月間に渡って、設置履行状況報告書やTSRマネジメントレポートなどの報告書、教員や学生からのヒアリン
グ調査などにより総合的な評価を行い、課題についての改善を促し、合わせて未来志向型の提言が行われた。これを受
けて、地域創生学部と大学執行部が外部評価委員会に改善報告を提出し、完成年度である令和元年度に着実に実行する
ことを約束した。

該当なし

（４） 自己点検・評価等に関する事項

　ｂ　公表方法

　　・『大正大学現状と課題２０１３』として刊行し、学内の教員・職員に配付。

　　・学外に対しては、ホームページ上で公表している。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・平成３１年５月１日　公表
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③　認証評価を受ける計画

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和元年度）

　　　これまでには、平成６年に財団法人大学基準協会の維持会員への申請を行い、平成７年度より維持会員となり、
平成１３年度に同協会の相互評価を受けてきた。そして平成１８年度には、文部科学省の認証を受けた評価機関のひと
つである同協会による大学評価（認証評価）を受け、大学基準に適合している旨の結果を得た。さらに、平成２５年度
に同協会による２度目の大学評価（認証評価）を受け、大学基準に適合していると認定された。認定期間は平成２６年
４月１日より平成３３年３月末日までの７年間である。
　現在は、同協会より公表された「大正大学に対する大学評価（認証評価）結果」において指摘された事項について改
善計画を策定し、実行している。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

（注）・　今後公表する予定の場合は、「有」にマルを記入してください。今後も公表する予定がない場合は、

　　　　「無」にマルを記入してください。

　ａ　ホームページへの公表予定の有無　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表有の場合の公表（予定）時期　　（　　令和元　　年　5　月31　日　　）

　ｂ　公表無の場合の特段の理由　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

35


